
法令及び当社定款第15条の規定に基づき、上記の事項につきましては、インター
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新 株 予 約 権 の 名 称 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2017年７月28日

新 株 予 約 権 の 数 20個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 1,200株
(新株予約権１個につき 60株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 8,520円
(１株当たり 142円)　

権 利 行 使 期 間 2019年７月29日から
2027年７月28日まで

行 使 の 条 件 （注）1

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く。）

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

監 査 役
新株予約権の数 20個
目的となる株式数 1,200株
保有者数 1名　

新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況

（注）１. ① 権利行使時において当社の新株予約権の目的たる株式が、国内外いずれかの金融商品取引所に
上場されていること。

② 新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役・監査
役又は従業員のいずれの地位を保有していることとする。ただし、当社若しくは当社子会社の
取締役・監査役を任期満了により退任した場合、当社及び当社子会社の従業員の定年による退
職、又は取締役会において正当な理由があると認められた場合はこの限りではない。

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。
２. 第２回新株予約権において、2019年2月20日付で行った１株を20株にする株式分割及び2020

年１月16日付で行った1株を３株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の種
類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、業務の適正性及び財務報告の信頼性を確保するための体制として、「内部統制システ
ムの基本方針」を定め、コーポレート・ガバナンス体制の強化を図りながら、経営環境の変化に
迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な経営課題と位置付けております。
　「内部統制システムの基本方針」の具体的な内容は以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令及
び取締役会規程等の社内規程に基づき、会社の重要な業務執行の決定、代表取締役社長の選
定及び解職を行うほか、取締役の職務の執行を監督する。
　また、組織の構成と各組織の所掌業務及び権限を定める組織規程、業務分掌規程及び職務
権限規程を策定し、各職位の責任・権限や業務を明確にし、権限の範囲内で迅速かつ適正な
意思決定、効率的な業務執行を行う。

② 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンス体制の整備及び維持を図り、企業倫理・法令遵守の姿勢を明確
にするため、リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス、リスク管理等に関わる基本方
針の審議及び管理統括をする。リスク管理規程を制定し、取締役及び使用人が法令・定款及
び当社の基本方針を遵守した行動をとるための経営理念等を定め、代表取締役社長が繰り返
しその精神を取締役及び使用人に伝えることにより、倫理をもって行動し、法令遵守をあら
ゆる企業活動の前提とすることを徹底させる。
　内部監査担当者は、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は、定期的に代表
取締役社長に報告される。
　法令・定款上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供・相談を行う手段としてホ
ットラインを設置するとともに当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定する内部通
報制度運用規程を制定する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、原則として、部員から所属長へ行う報告から日々の問題点やクレーム等の対応を
確認し、所属長がリスクにつながる事項を発見した場合、ただちに代表取締役社長又は取締
役に報告を行うことでリスクを確認し、事前防止を図る。また、リスク管理規程等の社内規
程に基づき、リスク管理を推進するために組織横断的リスク状況の監視及び全社的な対応を
管理部が担当し、情報セキュリティ基本方針を定め、規程類とともに、取締役及び使用人全
員に提示し周知徹底を図る。
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④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、法令及び取締役会規程の定めに従い取締役会を毎月１回開催し、取締役会の議事録
を作成し、文書管理規程に基づき、適切に保管・管理する。各部署の業務遂行に伴い、職務
権限表に従い決裁される案件は、稟議書によって決裁し、適切に保管・管理する。また、情
報セキュリティ基本方針に従い、情報の適切な保管・管理を徹底し、情報の漏えいや不適切
な利用を防止する。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
　現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査役の業務補助の
ための監査役スタッフを置くこととし、その人事については、取締役と監査役が意見交換を
行う。

⑥ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役から、監査業務に必要な指示を受けた使用人は、その指示に関する限りにおいて
は、取締役の指揮命令を受けないものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
　監査役は、会社の意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重要
会議に出席し、取締役及び使用人から重要事項の報告を受ける。
　取締役及び使用人は、会社に重要な損失を与える事項が発生し、又は発生する虞があると
き、取締役及び使用人による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役に報告すべ
きものと定めた事項が生じたときは、監査役に遅滞なく報告する。

⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社の財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に規定する内部統制報告書の適切な提出
のため、代表取締役社長の指示の下、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に
機能することを継続的に評価し必要な是正を行うとともに、金融商品取引法及び関係法令等
との適合性を確保する。また、法令等に定める情報の開示について適切な開示のための体制
を整備する。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制
　当社は、反社会的勢力への対応に関する基本方針及び反社会的勢力対応規程を制定し、全
社的な反社会的勢力排除の基本方針及び反社会的勢力への対応を定めており、事業活動を行
う際は法令や規範を遵守し、社会秩序や健全な事業活動を阻害する個人、団体とは関わりを
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持たないことを基本的な考え方とする。この基本的な考え方に基づき、組織としての対応を
心掛けるとともに、顧問弁護士等との連携を密にし、反社会的勢力に関する情報共有を行
い、関係を遮断排除する。

⑩ その他監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役、内部監査担当者及び会計監査人は、内部監査計画について協議するとともに、内
部監査結果や指摘事項等について意見交換を行い、常に連携を密にする。また、代表取締役
社長との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり
であります。
① 取締役会において、法令等に定められた事項や経営方針等の経営における重要な事項を決定
し、月次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに、法令・定款等への適合性及び業
務の適正性の観点から審議を行いました。

② 監査役は、重要な社内会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監
査、法令・定款等への遵守について監査いたしました。

③ 内部監査担当者において、内部監査計画を定め、内部監査を実施し、その結果を代表取締役
社長及び監査役に報告いたしました。

⑶ 剰余金配当等の決定に関する方針
　当社は、財務体質の強化と事業拡大のための内部留保の充実等を図ることが重要であると考
え、過去において配当を行っておりませんが、株主に対する利益還元も経営の重要課題であると
認識しております。
　今後の配当政策の基本方針といたしましては、収益力の強化や事業基盤の整備を実施しつつ、
内部留保の充実状況及び企業を取り巻く事業環境を勘案したうえで、株主への安定的かつ継続的
な利益還元を検討していく方針でありますが、現時点では、実現可能性及びその実施時期等につ
いては未定であります。内部留保資金につきましては、事業拡大を目的とした中長期的な事業原
資として利用していく予定であります。
　なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を基本方針としており、期末配当の決定機
関は株主総会となっております。また、当社は中間配当を取締役会の決議によって行うことがで
きる旨を定款に定めております。
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(2020年８月 1 日から
2021年７月31日まで)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 474,076 473,076 1,033,673 － 1,980,826

当期変動額

新株の発行 2,320 2,320 4,641

親会社株主に帰属する当
期純利益

157,209 157,209

新規連結による減少高 △31,416 △31,416

持分法適用会社の減少に
伴う利益剰余金増加高

3,254 3,254

自己株式の取得 △135 △135

新株予約権の発行

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

当期変動額合計 2,320 2,320 129,047 △135 133,553

当期末残高 476,396 475,396 1,162,721 △135 2,114,379

連結株主資本等変動計算書

(単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 5 －



新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 － － 1,980,826

当期変動額

新株の発行 4,641

親会社株主に帰属する当
期純利益

157,209

新規連結による減少高 △31,416

持分法適用会社の減少に
伴う利益剰余金増加高

3,254

自己株式の取得 △135

新株予約権の発行 420 420

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

69,356 69,356

当期変動額合計 420 69,356 203,329

当期末残高 420 69,356 2,184,156
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・連結子会社の名称 リベラルマーケティング株式会社

② 非連結子会社の状況
該当事項はありません。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況

株式会社コンパス
Comikey Media Inc.　他１社

② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況
該当事項はありません。

⑶ 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
① 連結の範囲の変更 リベラルマーケティング株式会社について、2020年９月30日付で新た

に株式を取得したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めて
おります。なお、みなし取得日を2020年10月31日としております。

② 持分法の範囲の変更 第２四半期連結会計期間より、株式会社Hashpaletteの株式の保有比率
低下のため、持分法適用の範囲から除外しております。
Comikey Media Inc.について、2021年６月15日付で新たに株式を取
得したことにより持分法の範囲に含めております。

⑷ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。
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⑸ 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産
ａ．仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。

ｂ．貯蔵品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。

②　重要な償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　　５年～９年
　建物附属設備　　　　　　３年～９年
　工具、器具及び備品　　　４年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　自社利用のソフトウエア　５年（社内における利用可能期間）
　コンテンツ資産　　　　　３年（利用可能期間）

ハ．少額減価償却資産
取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につきましては、法人税法の規定に基づき、
３年間で均等償却を行っております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額に基づき計上してお
ります。

④　重要な収益及び費用の計上基準
受注制作ソフトウエアに係る収益の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行
基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他のプロジェクトについては工事完成基準を適用
しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

ロ．のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、投資効果を発現する期間を見積り、10年で均等償却しております。

２.　会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３.　表示方法の変更に関する注記
　　　表示方法の変更
　　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
　　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当連結会計年

度の年度末から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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①のれん 268,165千円
②投資有価証券 455,915千円

　有形固定資産の減価償却累計額 128,571千円

４. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年
度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①のれんの評価
　のれんについては、減損の兆候の有無を検討し、減損の兆候を識別した場合には、のれんの残存償却期
間に対応する期間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳簿価額と比較
して減損損失の認識の要否を判定しています。減損損失の認識が必要と判定された場合、当該のれんにつ
いては、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しています。当連結会計年度におい
ては、のれんについて減損の兆候は識別されていません。
　当該見積りは、将来の予測不能な事業環境の変化等によって影響を受ける可能性があり、見積将来キャ
ッシュ・フローが悪化した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失の認識が必要となる可
能性があります。

②投資有価証券の評価
　投資有価証券の評価において、投資時の事業計画と実績を比較してその達成状況を把握するとともに、
外部経営環境等を勘案して、今後の事業計画の実現可能性を評価し、又は超過収益力の毀損の有無を基に
判断をしております。投資先の実績等が投資時の計画を下回った場合など事業計画に基づく業績回復が予
定通り進まないことが判明したときや、市場の変化、予測できない経済及びビジネス上の前提条件の変化
によって個々の投資に関する状況の変化があった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類における投資
有価証券の評価において、重要な影響を与える可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記
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普通株式 14,130,300株

普通株式 113,700株

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的と
なる株式の種類及び数

７. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金計画に基づき、必要な運転資金及び設備投資資金に関しては、自己資金及び銀行
借入で賄っております。資金運用においては短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行わない方針であ
ります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、オフィスの賃貸借契約に基づくものであり、差入先の信用リスクに晒されておりま
す。
　営業債務である未払費用及び未払法人税等は短期間で決済されるものであります。
　営業債務は流動性リスクに晒されております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
a 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権並びに敷金及び保証金については、社内規程に従い、取引先の状況を定期的に確認し、取
引先ごとに財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券につ
いては、定期的に発行体の財務状況、信用状況等を把握し、継続的なモニタリングを実施しておりま
す。

b 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の
維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち81.9％が特定の大口取引先（上位３社）に対す
るものであります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

① 現 金 及 び 預 金 1,041,742 1,041,742 －

② 売 掛 金 312,219 312,219 －

③ 敷 金 及 び 保 証 金 108,649 109,634 985

資産計 1,462,611 1,463,596 985

① 未 払 費 用 205,601 205,601 －

② 未 払 法 人 税 等 14,347 14,347 －

負債計 219,949 219,949 －

区分 連結貸借対照表上計上額

投資有価証券
　非上場株式 455,915

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2021年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）

（注）１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
①現金及び預金、②売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
③敷金及び保証金
　時価については、賃貸借契約の終了期間を考慮した敷金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割り引
いた現在価値によっております。なお、「貸借対照表計上額」及び「時価」については、敷金の回収が最
終的に見込めないと認められる部分の金額（資産除去債務の未償却残高）が含まれております。
負債
①未払費用、②未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価
の開示の対象とはしていません。
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⑴ １株当たり純資産額 149円64銭
⑵ １株当たり当期純利益金額 11円20銭

８. １株当たり情報に関する注記

9.　その他の注記
　取得による企業結合

　当社は、2020年９月15日開催の取締役会において、リベラルマーケティング株式会社（以下「リベ
ラルマーケティング」という。）の株式を取得することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、
2020年９月30日付にて株式を取得いたしました。その概要は次のとおりであります。

１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　リベラルマーケティング株式会社
事業の内容　　　　サービス事業者マッチングプラットフォームの運営

（２）企業結合を行った主な理由
　リベラルマーケティングは、複数の特定領域において、ユーザーとサービス事業者をマッチン
グするサービスを運営しております。特に価格透明性やサービス品質の均一性が低い分野におい
て、情報の非対称性を解消するサービスの提供により、サービス規模を拡大してまいりました。
　当社は、これまでマンガを中心に、既存サービスのデジタル化に取り組み、業界全体の発展へ
寄与するためデジタル化を進めてまいりました。リベラルマーケティングは、これまでユーザー
が各サービス事業者と個別にコミュニケーションをとり比較検討していた分野において、ユーザ
ーと事業者を繋ぐプラットフォームを運営しております。このプラットフォームは、年間10万件
以上の情報が蓄積され、自動で優良事業者を優先的にユーザーに紹介するサービスを提供するこ
とで、ユーザー満足度の向上を図っております。
　このような中で、リベラルマーケティングのプラットフォームサービスを拡大することで、業
界のデジタルトランスフォーメーション（DX）と発展に寄与し、ユーザーに資するようなサービ
スを広く推し進めるため、本件株式取得の決定に至りました。

（３）企業結合日
2020年９月30日（株式取得日）
2020年10月31日（みなし取得日）

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称
変更ありません。

（６）取得した議決権比率
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取得の対価 現金 364,000千円
取得原価 364,000千円

流動資産 169,100千円
固定資産 15,217千円
資産合計 184,318千円
流動負債 41,834千円
固定負債 －千円
負債合計 41,834千円

52％
なお、今後予定されている株式取得により、持分の72％を取得する予定であります。

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　2020年11月１日から2021年７月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類毎の内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
デューデリジェンス費用等　1,880千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（１）発生したのれんの金額
　　　289,908千円
（２）発生原因
　　　今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものであります。
（３）償却方法及び償却期間
　　　10年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその主な内訳

７．企業結合が連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の損益計算書に及ぼ
す影響の概算額及びその算定方法

　　　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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(2020年８月 1 日から
2021年７月31日まで)

(単位：千円）
株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金
合 　 　 　 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当期首残高 474,076 473,076 473,076 25,025 1,008,648 1,033,673

当期変動額

新株の発行 2,320 2,320 2,320

自己株式の取得

当期純利益 180,453 180,453

当期変動額合計 2,320 2,320 2,320 － 180,453 180,453

当期末残高 476,396 475,396 475,396 25,025 1,189,102 1,214,127

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 － 1,980,826 1,980,826

当期変動額

新株の発行 4,641 4,641

自己株式の取得 △135 △135 △135

当期純利益 180,453 180,453

当期変動額合計 △135 184,959 184,959

当期末残高 △135 2,165,785 2,165,785

株主資本等変動計算書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
　その他有価証券
・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
② たな卸資産
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）
・貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　　５年～９年
建物附属設備　　　　　　　　３年～９年
工具、器具及び備品　　　　　４年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
自社利用のソフトウエア ５年（社内における利用可能期間）
コンテンツ資産 ３年（利用可能期間）

③ 少額減価償却資産
取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につきましては、法人税法の規定に基づき、３
年間で均等償却を行っております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。
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投資有価証券 309,257千円
関係会社株式 541,942千円

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 128,480千円

　　　関係会社に対する短期金銭債権
　　　関係会社に対する短期金銭債務

5,585千円
1,741千円

⑷ 重要な収益及び費用の計上基準
　受注制作ソフトウエアに係る収益の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準
（進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他のプロジェクトについては工事完成基準を適用してお
ります。

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
　　　表示方法の変更
　　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
　　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当事業年度の

年度末から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度にその額を計上した項目であって、翌事業年度の年度末に係る計算書類に
重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　投資有価証券及び関係会社株式の評価において、投資時の事業計画と実績を比較してその達成状況を把握
するとともに、外部経営環境等を勘案して、今後の事業計画の実現可能性を評価し、又は超過収益力の毀損
の有無を基に判断をしております。投資先の実績等が投資時の計画を下回った場合など事業計画に基づく業
績回復が予定通り進まないことが判明したときや、市場の変化、予測できない経済及びビジネス上の前提条
件の変化によって個々の投資に関する状況の変化があった場合には、翌事業年度の計算書類における投資有
価証券及び関係会社株式の評価において、重要な影響を与える可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
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売上高 5,057千円
販売費及び一般管理費 4,604千円
営業取引以外による取引高 240千円

普通株式 68株

繰延税金資産
未払事業税 2,015千円
未払特別法人事業税 715千円
その他 849千円
繰延税金資産合計 3,580千円

⑴ １株当たり純資産額 153円27銭
⑵ １株当たり当期純利益金額 12円85銭

５. 損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高
　　　営業取引による取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

８. １株当たり情報に関する注記
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